
上記メニューの他にも、様々なコース（仕事に必要な専門スキル研修への助成など）
をご用意しています。

助成金の支給には要件があります。詳しくは、下記までお問合せください。

問合せ先：神奈川助成金センター TEL 045ｰ277ｰ8801

令和4年１２月２日に、

事業展開等リスキリング支援コースが新設！

人材開発支援助成金 検索

人材開発支援助成金は、事業主等が社員のスキルアップに

取り組む場合に、助成する制度です。

厚生労働省ホームページはこちら ↑

自発的職業能力開発訓練メニュー

サブスクリプション型研修サービスを社員に受けさせた

事業主への助成
既に契約済の定額制サービスの利用が始まっている場合
も対象となりました（R4.9.1改正）

定額制訓練メニュー

社員が自発的に受講した講座費用を負担
する事業主への助成

オンラインの定額制受け放題サービスで効率
的にスキルアップさせたい

社員の自発的な学びを支援したい

令和4年４月１日に、

人への投資促進コースが新設！

R4.12.２改正
されました

既存事業にとらわれず、新規事業の立ち上げ等の事業展開に伴う人材育成、業務の
効率化や脱炭素化などに取り組むため、デジタル・グリーン化に対応した人材の
育成に取り組む事業主を対象に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を支援する制度
です。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html


神奈川労働局・ハローワーク

訓練内容や実施目的に応じたメニューがあります

訓練メニュー 対象訓練 対象者 経費助成率 賃金助成額

定額制訓練
多様な訓練の選択・実施を可能と
するサブスクリプション型の研修
サービスによる訓練

正規
非正規

大企業45％
中小企業60％
※１

自発的能力開発
社員が自発的に受講した訓練
費用を負担する事業主への助成

正規
非正規

45％

教育訓練休暇
働きながら訓練を受講するための
長期休暇制度や短時間勤務等制度
を導入する事業主への助成

正規
非正規

制度導入
経費20万円

高度デジタル
／新規成長分野

①高度デジタル人材のための訓練
②大学院での訓練 正規

非正規

①大企業60％
中小企業75％
②75％

①大企業480円／時
中小企業960円/時

②960円/時
（国内大学院）

IT分野未経験

OFF-JTとOJTを効果的に組み
合わせた訓練として厚生労働大臣
の認定を受けたIT分野未経験者に
対する訓練

正規

大企業45％
中小企業60％
※１

大企業380円
中小企業760円
※２

個々の従業員にあった
訓練を実施したいが
費用が高額・・・。

費用負担を軽減したい。

◆外部教育訓練機関にて
営業職研修受け放題講座を受講

（新入社員～管理職までの幅広い層に対応

したeラーニング訓練）

◆受講料等 420,000円※

⇒ 経費助成 受講料等×60％

252,000円

定額制訓練

活用例
中小企業（自動車部品製造業）

従業員数：130名

※１ 生産性の向上が認められた場合、別途加算あり、高度デジタル／新規成長分野は、加算はありません。
※２ OJT実施助成額 1人１訓練当たり定額別途あり。

R4.12ｰ2

助成金は1年度(※)の計画に基づき申請をいただきます。
毎年の社員研修にもご活用ください。（※支給申請日を基準とし、4月1日～翌3月31日）

※１～50名まで1か月3.5万円×12月の料金

R4.12.2引き上げ

R4.12.2引き上げ

人への投資促進コース

経費助成率 賃金助成額（1人1時間） １事業所１年度あたりの
助成限度額中小企業 大企業 中小企業 大企業

75％ 60％ 960円 480円 １億円

助成率・助成限度額

事業展開等リスキリング支援コース

➤「事業展開」とは、例えば…
例：・新商品や新サービスの開発、製造、提供又は販売を開始する 等

➤「デジタル・DX化」とは、例えば…

➤「グリーン・カーボンニュートラル化」とは、例えば…
例：・農薬の散布にトラクターを使用していたが、ドローンを導入した 等


